
１　結婚新生活応援事業補助金について 

２　事業成果

件数 割合 件数 割合 件数 割合

3 75.0% 16 88.9% 15 83.3%

4 100.0% 18 100.0% 18 100.0%

3 75.0% 17 94.4% 16 88.9%

３　評価・効果検証

４　事業の効果向上へ向けた取組み

(1) 目的
・婚姻による新生活に係る費用の一部を支援することで、婚姻に伴う経済的不安を解消するとともに、
　地域における少子化対策を推進する

(2) 事業概要
・新婚世帯に対し、住宅の取得・賃貸や引越しに要した費用の30万円を上限に補助する事業
・内閣府の地域少子化対策重点推進交付金を活用（国1/2・市1/2）

(3) 交付要件
・夫婦ともに39歳以下の新婚世帯であること（～令和２年度は34歳以下）
・世帯所得が400万円未満であること（～令和２年度は340万円未満）
・夫婦ともに本市に居住し、本市の住民基本台帳に記録されていること

(4) 本事業の位置付け
・第２期四街道市まち・ひと・しごと創生総合戦略のうち、
「基本目標２“未来につなぐ”まちづくり～結婚・出産・子育ての希望をかなえる～」
に位置付けている。

婚姻数

（１） 実績

結婚にあたって経済的不安があった
（ とてもあった ＋ ある程度あった ）

（２）アンケート結果

支給総額 (千円)

令和2年度

306

688

1.50

900

出生数

令和3年

-

-

結婚新生活に伴う経済的不安の軽減に役立った
（ とても役立った ＋ ある程度役立った ）

自分たちの結婚が地域に応援されていると感じる
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-

支給件数

（３）参考 令和元年 令和2年

合計特殊出生率

382

令和3年度

5,075

（令和元～３年度分）

18184

・補助金申請時に実施したアンケートにおいて、約８割の方が「結婚にあたって経済的不安があった」（とてもあった
＋ある程度あった）と回答した。これに対し、補助金の交付を受けた全員が「本事業は結婚新生活に伴う経済的不
安の軽減に役立った」（とても役立った＋ある程度役立った）と回答した他、令和元年度は７割、２～３年度は約９
割の方が「自分たちの結婚が地域に応援されていると感じる」と回答していることから、本事業は効果的であったと
いえる。

・オリジナルチラシを作成し、公共施設や大型商業施設へ配架するとともに、窓口サービス課において婚姻届提出
者へ直接配布を行った。また本補助金が住宅の取得・賃貸や引越しに要した費用を対象としたものであることか
ら、不動産仲介業者に対しチラシの配布を依頼した。
・結婚支援の一環として「オリジナル婚姻届」の配布を行った。
・今後も、より多くの人を支援するため、市ＳＮＳ等の積極的な活用や新たな周知方法の検討を行う。

令和元年度

687

1.49

4,634


